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◇青森県認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ指定計画の概要


Ⅰ.平成23年度の指定計画

(1)指定年月日(予定)　平成23年10月1日

(2)指定箇所数　　　　2箇所程度

(3)種別　　　　　　　基幹型又は地域型(但し､基幹型は1箇所

(4)圏域別指定予定数　①津軽圏域又は西北圏域から1箇所

　　　　　　　　　　②八戸圏域又は上十三圏域から1箇所　を基本とする

(5)1箇所あたりの運営委託料

　①基幹型ｾﾝﾀｰ　840万円程度

　②地域型ｾﾝﾀｰ　390万円程度

　＊今年度は､上記の半額程度の委託料を予定(6ヶ月分)



Ⅱ.選定方法

(1)指定するｾﾝﾀｰは､公募の上､県が設置する青森県認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ選定委員会における選定結果に基づき､県が決定する。

(2)選定委員会は､学識経験者､専門分野の経験者､専門知識等を有する者など5名で構成する。

(3)選定は､申請書類及びﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの総合判断により行う。

Ⅲ.対象医療機関

(1)国の､｢認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業実施要綱｣に定める設置基準を満たすものであること。

(2)津軽圏域､八戸圏域､西北圏域または､上十三圏域に所在するものであること。

(3)平成23年10月1日から認知症疾患医療ｾﾝﾀｰの指定を受けて事業を実施することが可能である事。

Ⅳ.公募期間

　平成23年7月5日(火)～平成23年7月27日(水)

＊認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ応募について下記添付書類の提出が必要

　【資料6】(様式1)認知症疾患医療ｾﾝﾀｰに係る応募について

　　　　　　(様式2)医療機関の状況(基本事項)

　　　　　　(様式3)青森県認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業に係る企画書

1.運営状況　2.実施計画　3.事業計画　4.収支計画　5.その他

　　別紙1　｢認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業に係る連携体制承諾書｣

　　別紙2　｢業務履歴書｣

	Ⅴ.応募方法及び選定結果通知

(1)応募方法等

　①公募期間内に申請書類(医療機関概要や企画立案書等)を提出する。

　　(平成23年7月27日17:00必着)

②平成23年8月上旬に実施する選定会において企画立案等についてﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝを実施する。

　ｱ.実施期日等については､追って通知がなされる。

　ｲ.ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ等によるﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの持ち時間は､1医療機関あたり10分程度を予定。

　＊応募状況により変更することがある。

＊選定会の実施時期は選定委員との日程調整により､日程変更されることがある。

(2)選定結果通知

　応募に係る選定通知は､平成23年8月下旬を予定している。但し､正式決定は､国の協議が終了する9月下旬頃となる予定。

Ⅵ.その他留意事項

(1)基幹型と地域型の療法の設置基準を満たす医療機関は､両方に申請できるものとする。

(2)基幹型は､県内の認知症疾患医療ｾﾝﾀｰが相互に連携して機能し、ｽｷﾙｱｯﾌﾟするために主体的な役割を果たすことが出来るよう努めること。この為､相互支援､情報交換､事例研修会等の開催等について主体的な役割を羽たること､

＊指定計画の概要(案)は現時点の予定であり､今後変更となることもある。



◇青森県認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業実施要綱

１.目標

　青森県認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業は､県が認知症疾患医療ｾﾝﾀｰを設置し､保健医療･介護機関等と連携を図りながら､認知症疾患に関する鑑別診断､周辺症状と身体合併症に対する急性期治療､専門医療相談等を実施するとともに､地域保険医療･介護関係者への研修を行うことにより､地域における認知症疾患の保健医療水準の向上を図ることを目的とする。

２.実施主体

本事業の実施主体は青森県とし､ｾﾝﾀｰの運営について､知事が指定した病院に委託して事業を行うものとする。


３.ｾﾝﾀｰの指定

　知事は､運営を委託することが適当と認められる病院を､ｾﾝﾀｰとして指定する。

４.設置基準

認知症疾患医療ｾﾝﾀｰは､以下（1）及び（2）の基準を満たすものとする。

Ⅰ.基幹型ｾﾝﾀｰの基準について

　基幹型ｾﾝﾀｰは､週5日の稼働を原則とし､以下のとおりとするが､アに係る稼動についてはこの限りではない。
ア．身体合併症に対する救急医療機関としての機能

(1) 身体合併症に対する救急･急性期医療に対応することが可能な態勢が確保されていること。具体低には､救命救急ｾﾝﾀｰを有するなど､身体合併症に係る三次救急医療又は二次救急医療について地域の中核としての機能を有すると都道府県知事又は指定都市市長が認めるものとする。

(2) (ｱ)に定める医療相談室が中核となって､認知症患者に対する救急医療の支援､ﾘｴｿﾞﾝﾁｰﾑ等による一般病床に入院する認知症高齢者への精神科的ｹｰｽﾜｰｸの実施､院内における研修会の開催等を通じて､精神科と一般身体科との院内連携が確保されていること。

	(3) 上記の体制が確保されていることを前提として､休日､夜間における身体合併症や徘徊､妄想等の重篤なBPSDを有する急性･急性期患者に対応するため､空床(当該病院の実情に応じ､精神病床､一般病床のいづれも可とする)を確保すること。

イ．専門医療機関としての機能

(1) 専門医療相談が実施できる専門の部門(医療相談室)を配置し､専門医療相談窓口､専門電話等必要な設備を整備し､その態勢が確保されていること。

人員配置について､以下のAからCを満たしていること。

A.専任の日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認知症疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした5年以上の臨床経験(具体的な業務経験については届出時に明記すること。)を有する医師が1名以上配置されていること。
B.専任の臨床心理技術者が1名以上配置されていること。
C.医療相談室に、精神保健福祉士又は保健師等が2名以上配置されていること。
なお､医療相談室は専門医療施設との調整､地域包括支援ｾﾝﾀｰとの連絡調整､専門医療に係る情報提供､退院時の調整など､個々の患者の専門医療相談を行う機能を持つものとする。また､精神保健福祉士又は保健師等のうち1名は常勤専従で地域包括支援センターとの連絡調整業務を担当することとし､他の1名以上は専任で他の業務を担当することとする。


(ｳ)検査体制について、以下を満たしていること。
A.鑑別診断に係る検査体制については、当該ｾﾝﾀｰにおいて､血液検査､尿一般検査､心電図検査､神経心理検査が実施できる体制を確保するとともに､神経画像検査の体制として､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ断層撮影装置(CT)又は磁気共鳴画像装置(MRI)を有していること。
B.脳血流ｼﾝﾁｸﾞﾗﾌｨ(SPECT)を活用できる体制[他の医療機関との連携体制(具体的な連携体制については届出時に明記すること)を含む]が整備されていること
(ｴ)認知症疾患の周辺症状と身体合併症に対する急性期入院治療を行える一般病床と精神病床を有していること。

ウ．地域連携の機能

(ｱ)情報ｾﾝﾀｰの機能

　鑑別診断や入院医療の必要な患者の入院の調整等において､地域の認知症医療に関する連携の中核として機能していること。

(ｲ)研修会､連携協議会

ｻﾎﾟｰﾄ医研修や､かかりつけ医研修の実施状況等を踏まえつつ､研修を自ら行い､又は他の主体の実施する研修に協力するなど、地域における認知症の専門医療に係る研修に積極的に取り組んでいること。また､地域の連携体制強化のための認知症疾患医療連携協議会を組織し､開催していること。

(ｳ)県内の認知症疾患医療ｾﾝﾀｰが相互に連携して機能し､ｽｷﾙｱｯﾌﾟする為に相互支援､情報交換､事例研修会等の開催について主体的な役割を果たすよう努めること。




	Ⅱ.地域型ｾﾝﾀｰの基準について

地域型ｾﾝﾀｰは､平日､週5日の稼動を原則とし､以下のとおりとする。

ア．専門医療機関としての機能

(ｱ)専門医療相談が実施できる専門の部門(医療連携室)を配置し､専門医療相談窓口､専門電話等必要な設備を整備し､その態勢が確保されていること。

(ｲ) 人員配置について､以下のAからCを満たしていること。

A.専任の日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認知症疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした5年以上の臨床経験(具体的な業務経験については届出時に明記すること。)を有する医師が１名以上配置されていること。

B.専任の臨床心理技術者が1名以上配置されていること。
C.医療相談室に、精神保健福祉士又は保健師等が2名以上配置されていること。
なお､医療相談室は専門医療施設との調整､地域包括支援ｾﾝﾀｰとの連絡調整､専門医療に係る情報提供､退院時の調整など､個々の患者の専門医療相談を行う機能を持つものとする。また､精神保健福祉士又は保健師等のうち1名は常勤専従で地域包括支援センターとの連絡調整業務を担当することとし､他の1名以上は専任で他の業務を担当することとする。
(ｳ)検査体制について、以下を満たしていること。

鑑別診断に係る検査体制については、当該ｾﾝﾀｰにおいて､血液検査､尿一般検査､心電図検査､神経心理検査が実施できる体制を確保するとともに､神経画像検査の体制として､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ断層撮影装置(CT)又は磁気共鳴画像装置(MRI)を有していること。但し､磁気共鳴画像装置(MRI)を有していない場合は､それを活用できる体制[他の医療機関との連携体制(具体的な連携体制については届出時に明
　明記すること)を含む]が整備されていること。なお､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ断層撮影装置(CT)については､原則として､同一法人かつ同敷地内にあり､実質一体的な医療提供を行っている医療機関との連携体制が整備されている場合は､当該ｾﾝﾀｰがｺﾝﾋﾟｭｰﾀ断層撮影装置(CT)を有しているとみなすこととする。

また､上記に加え､脳血流ｼﾝﾁｸﾞﾗﾌｨ(SPECT)を活用できる体制[他の医療機関との連携体制(具体的な連携体制については届出時に明記すること)を含む]が整備されていること

(ｴ)認知症疾患の周辺症状と身体合併症に対する急性期入院治療を行える一般病床と精神病床を有していること。但し､同一施設において､一般病床と精神病床の確保が困難な場合は､以下のAまたはBのいづれかを満たしていること。
A.認知症疾患の周辺症状に対する急性期入院治療を行うことができる精神病床を有する病院であり､重篤な身体合併症に対して､入院医療等を行うことができる他の医療機関との連携体制がとれていること(具体的な連携体制は届出時に明記すること)

B.身体合併症に対する急性期入院治療を行うことができる一般病床を有する病院であり､認知症疾患の周辺症状に対する精神病床における入院医療等を行うことができる他の医療機関との連携体制がとれていること(具体的な連携体制については届出時に明記すること)

イ．地域連携の機能

(ｱ)情報ｾﾝﾀｰの機能

　鑑別診断や入院医療の必要な患者の入院の調整等において､地域の認知症医療に関する連携の中核として機能していること。

(ｲ)研修会､連携協議会

ｻﾎﾟｰﾄ医研修や､かかりつけ医研修の実施状況等を踏まえつつ､研修を自ら行い､又は他の主体の実施する研修に協力するなど、地域における認知症の専門医療に係る研修に積極的に取り組んでいること。また､地域の連携体制強化のための認知症疾患医療連携協議会を組織し､開催していること。

５.事業内容

(1)救急･急性期対応

　空床の確保による休日､夜間の対応

(2)専門医療相談

　ｱ.患者家族等の電話･面会照会

　ｲ.医療機関等紹介

　　保健所､福祉事務所との連絡･調整

　ｳ.地域包括支援ｾﾝﾀｰとの連絡調整

(3)鑑別診断とそれに基づく初期対応

　ｱ.初期診断

　ｲ.鑑別診断

　ｳ.治療方針の選定

　ｴ.入院先紹介

	 (4)合併症･周辺症状への急性期対応

　ｱ.合併症･周辺症状への初期診断･治療(急性期入院医療を含む)

　ｲ.合併症及び周辺症状の急性期入院医療を要する認知症疾患患者のための病床として､連携する医療機関の空床状況を把握

(5)かかりつけ医等への研修会の開催

　かかりつけ医を始めとする保健医療関係者への認知症に関する知識の向上を図るための研修の実施

(6)認知症疾患医療連携協議会の開催

地域の保健医療関係者､福祉事務所､福祉関係者､地域包括支援ｾﾝﾀｰなど介護関係者､有識者等から組織された協議会の開催

(7)情報発信

　認知症医療に関する情報発信

(8)介護との連携

　連携担当者を配置し､地域包括支援ｾﾝﾀｰを始めとする介護ｻｰﾋﾞｽ等との連携を強化し､切れ目のない医療と介護ｻｰﾋﾞｽを提供

６.事業の分担

(1)知事が基幹型ｾﾝﾀｰ並びに地域型ｾﾝﾀｰをそれぞれ指定する場合､５(5)及び(6)の事業については基幹型ｾﾝﾀｰのみで実施することも可能とし､その際は各ｾﾝﾀｰ間の連携強化にも努めることとする。

(2)知事が地域型ｾﾝﾀｰのみを複数指定する場合､５(5)及び(6)の事業については､指定された当該ｾﾝﾀｰのうちその一部で実施することも可能とする。

(3)県において､５(6)と同様の機能を有する会議等を設置､運営している場合には､その会議等を活用することができる。


７.実績報告

　ｾﾝﾀｰを運営している病院の管理者は､以下の(1)から(3)に係る年間の実績等を別紙様式により翌年度の4月20日までに､知事に報告するものとする。

(1)認知症疾患に係る外来件数及び鑑別診断件数

(2)入院件数[ｾﾝﾀｰを運営している病院における入院及び連携先の病院における入院(ｾﾝﾀｰを運営している病院との連携による入院に限る)それぞれの件数]

(3)専門医療相談件数(電話による相談及び面接による相談それぞれの件数)


８.委託料

(1)ｾﾝﾀｰの指定を受けた病院の管理者は､実績報告後､認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業委託料請求書(様式第1号)により､知事あてに委託料を請求するものとする。

(2)知事は､前項の請求を受理した日から起算して30日以内に当該病院の管理者に委託料を支払うものとする。

◇認知症疾患医療ｾﾝﾀｰの選定に係るﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝについて

　原則として､申請のあった全ての医療機関を対象として実施する。平成23年8月上旬に行われることと予定されているが､選定委員会医院の日程調整が整い次第､通知される。

＜実施方法＞

(1)申請のあった医療機関1箇所あたり10分以内の持ち時間により､申請内容や企画内容等のﾎﾟｲﾝﾄ､その他のｱﾋﾟｰﾙﾎﾟｲﾝﾄについて選定委員に対してﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝを行う。

(2)原則として､ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄを使用しながら口頭説明を行うものとするが､紙ﾍﾞｰｽのみの資料により説明することも可とする。

(3)説明用のﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄﾃﾞｰﾀ等の資料は､ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ当日の2～3日前までに県障害福祉課に提出する。

(4)ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ当日のﾊﾟｿｺﾝ及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ等の器具は､県障害福祉課において用意する。




	所　　見

　認知症疾患医療ｾﾝﾀｰの指定には､様々な要件がある。当院には､｢身体合併症に対する救急･急性期医療対応｣が出来ず､中核となって他精神科及び一般身体科との院内連携を図り､常時空床を確保することも困難と考えられ､申請することとなれば地域型と考えられる。｢医療相談室｣を配置して､人員確保･検査体制を構成･確立していくことや､認知症BPSDと身体合併症に対する急性期入院治療の充実はより図っていく必要がある。設備には､更なる拡充が必要とされるが､より円滑な治療及び退院調整等(退院前訪問指導･入所調整等)は必須となる。更に､認知症疾患医療ｾﾝﾀｰには､情報ｾﾝﾀｰ機能として､鑑別診断や入院医療の必要な患者の調整において､地域の認知症医療に関する連携の中核として機能していくことが求められる。ｾﾝﾀｰ指定を受けた際は､認知症疾患の中核的な役割として､相談者数､受診･通院者数も現在から増加されることが予測され､初回受診時のｼｽﾃﾑ等､当院の外来体制の整備が必要となり､また､他医療機関の体制や病床等も常時把握して､様々な疾患･病状に応じて他医療機関と円滑な連携を図り､治療を促していかなければならない。その為の技術も不足と感じる点も多く､向上させなければならない。行政機関やかかりつけ医等との役割を明確にしていく必要があり､同時に行政機関の積極的な活動も望まれる。医療機関としては､認知症診断ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの普及や介護との連携の強化､認知症ｹｱの標準化等様々な課題が挙げられ､同時に認知症に係る実態把握(有病率の調査､日常生活自立度の調査等)等も行わなければならない。様々な内容を加味すると､現在でも､八戸市や保健所等と｢医療と介護の連携協議会｣｢認知症便利帳の作成｣｢包括ｹｱｼｽﾃﾑ推進会議｣「認知症ﾌｫｰﾗﾑの参加」等､様々な連携体制があり､関連施設においても居宅介護支援ｾﾝﾀｰ｢わえみ｣や介護老人保健施設｢南山苑｣等の併設施設もあることから介護との連携体制が図れること､NPO法人｢ﾒﾝﾀﾙ･ｹｱ･ｻﾎﾟｰﾄ｣にて､家族支援体制の充実､医療･福祉従事者の知識･技能向上に対する役割等も設けられること､財団法人｢こころすこやか｣において､若年性認知症ﾃﾞｲｹｱや若年性認知症ｻﾛﾝ､物忘れ検診機器の貸し出し､認知症ｹｱ向上研修事業､地域ﾈｯﾄﾜｰｸ構築事業､成年後見事業等で､｢研修会｣｢連絡協議会｣の機能や､保護者･家族への支援体制の構築が図れること等は､他機関と比較して優位となるのではないか。他業務も抱える中で､委託料としても多額ではなく､不安も大きく､様々なﾘｽｸが考えられる事業ではあり､申請･実施にあたっては､密な計画･準備が必要とされる。

	次回予定
	

	内容
	

	理事長コメント











C.E.O.





I.O.O





S.G.M





予算の都合上


将来的に各圏域に1箇所ずつ設置していく予定





予算の都合上


基幹型が可能かどうかは選定委員会で決定される





委託料は､国が1/2､県が1/2の割合で構成される。


国の補助基準額を基に定めており､補助基準額が変更となった際に､委託料が増加･減少されることもある。





(ｳ)については､国の規定としてはないが､青森県で項目が追加されていた。実務的には医療機関が実施するよりも､行政機関で実施された方が円滑且つ定期的な実施が望まれると考えられるが､行政でこの役割を担うことは検討されていない。頻度は明示されていないが､年に1回以上は行われることと説明していた。





事業の内容に応じて、その一部を適切な事業運営が確保できると認められる団体､関連機関に委託することが出来る。





＊認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ指定に係るｽｹｼﾞｭｰﾙ概要(予定)については添付資料を参照





実務的には医療機関が実施するよりも､行政機関で実施された方が円滑且つ定期的な実施が望まれると考えられるが､行政でこの役割を担うことは検討されていない。





専従は､その業務のみを実施する職員。専任は､他業務も兼ねて行うことも可能であるが､その50%以上はｾﾝﾀｰ業務に費やすことが可能な職員…として捉える。非常勤職員を配置することについては不明確で､今後国に確認がなされる。


｢精神保健福祉士及び保健師等｣は､この職種が望ましいが､認知症に対応できる者であれば､看護師等､他職種でも可能であるとのこと。選定委員会にて｢業務履歴書｣(*添付書類参照)を参考として｢認知症疾患の知識があり､対応可能か｣が検討される。


｢臨床心理技術者｣と記載されている。これも明確ではないが､｢臨床心理士｣が主に必要とされている。他認定心理士等は選定委員会で認められた際には可能であるが､これまで例はないとのこと。





＊ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ等の内容はﾏｽｺﾐ等には公表されない。





添付書類参照





＊添付書類『資料5』｢認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業委託料請求書｣参照





一度の指定で､3年の契約とされている。








A.O.M








